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目的 介護保険法は急激な高齢化や核家族化の進展に伴う課題を背景に介護を社会全体で支える仕

組みである。同法は 3 年毎に見直され，2011年からは社会保障給付費の増加や認知症の増加等

に備え，地域包括ケアシステムの実現に向けた取り組みが推進されている。その中心的役割を

担う機関として位置づけられているのが地域包括支援センターであるが，制度改正に伴う不安

や戸惑い，業務量の多さから疲弊する声が多く聞かれる。本研究では地域包括が抱える課題や

悩み等を明らかにし，地域包括ケアシステム構築の推進のために何が必要かを考察した。

方法 東海 4 県の地域包括490箇所，市町村160個所を対象に，書面調査を実施した。調査内容は，

地域包括諸機能の重要度・達成度，活動における悩み，地域包括業務を効果的に進めるために

職場内で取り組んでいること，都道府県に期待する支援である。

結果 有効回答は地域包括299箇所（61.0），市町村111箇所（69.4）であった。地域包括諸機

能の重要度・達成度共に低い項目は，「住民ボランティアの育成」，「住民が活躍できる場を作

る」，「住民が主体的に取り組む活動の支援」，「地域包括ケアシステムについての啓発」であっ

た。活動の悩みは，「住民の意識を高めることが難しい」，「業務内容が多く優先順位が整理で

きない」，「ボランティアの育成が難しい」の順で高く，地域包括と市町村の方針共有について

は双方の認識のズレが大きい傾向にあった。これらに対し，都道府県には制度に関する情報提

供や人材育成に関する研修を期待する傾向にあった。

結論 地域包括は，住民の自助・互助の醸成，業務量の多さ，市町村との方針共有等の課題や悩み

を抱えていることがわかった。しかし，住民の自助・互助の醸成については，重要度・達成度

が低いにも関わらず，悩みとしては大きい傾向にあり，地域づくりの必要性は理解しているも

のの具体的な取り組みには至っていないことが推察された。都道府県は各市町村の高齢者対策

の進捗状況を評価しながら，◯職員の資質向上に繋がる広域的な研修会の開催，◯各地域包

括・市町村の実情に合わせた相談・技術支援，◯地域包括が動きやすくなる体制整備を軸にし

た支援を行い，地域包括の機能強化に努めていく必要があることが示唆された。
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 は じ め に

2000年に施行された介護保険法は，急激な高齢化

や核家族化の進展に伴う課題を背景に，介護を社会

全体で支える仕組みである1)。同法は 3 年毎に見直

され，2011年からは社会保障給付費の増加や認知症

の増加等に備え，地域包括ケアシステムの実現に向

けた取り組みが推進されている2)。地域包括ケアシ

ステムとは，高齢者が医療，介護，生活支援等の必

要なサービスを利用し，できる限り自立した生活を

営めるよう地域全体で支える仕組みであり，その中

心的役割を担う機関として地域包括支援センター

（以下，地域包括）が位置づけられている3)。

介護保険の保険者である市町村は，地域包括を設

置し，地域在住の高齢者に対し，介護予防支援と包

括的支援を行っている。地域包括は法人等への委託

が可能であり，現実には約 7 割が委託運営されてい

る4)が，先行研究では委託型の課題が指摘されてい

る5)。さらに，各地域による高齢化率や社会資源等
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表 高齢者をはじめ地域住民の安心した暮らしを支えるための地域包括の機能として，以下の項目について重要

度と達成状況について教えてください N＝299

項 目

重 要 度 達 成 度

重要で
ある

やや重
要であ
る

あまり
重要で
ない

重要で
ない 未回答

達成
して
いる

やや達
成して
いる

あまり達
成してい
ない

達成し
ていな
い

未回答

 

地域住民が気軽に相談できる 96.7 2.7 0.0 0.0 0.7 17.4 70.9 11.0 0.0 0.7
ケアマネが気軽に相談できる 87.3 12.0 0.0 0.0 0.7 27.1 61.2 10.4 0.3 1.0
関係機関と円滑に情報共有ができる 90.3 9.0 0.0 0.0 0.7 22.1 67.6 9.0 0.3 1.0
虐待や認知症に関する相談が早期に入る 91.0 8.0 0.0 0.3 0.7 12.4 59.9 25.4 1.3 1.0
相談に対して 3 職種で連携し組織的に対応できる 84.6 13.7 1.0 0.0 0.7 30.8 49.8 15.4 2.7 1.3
相談内容に応じて適切な関係機関へつなぐ 90.0 9.4 0.0 0.0 0.7 37.1 58.5 3.0 0.0 1.3
地域の社会資源を情報収集し，住民へ提供する 71.9 24.4 2.3 0.0 1.3 6.0 51.5 39.1 2.3 1.0
支援に結びついていない人にも目を向ける 73.9 24.7 0.7 0.0 0.7 2.7 41.8 49.2 5.7 0.7
住民が活躍できる場をつくる 50.8 40.5 7.7 0.0 1.0 1.7 17.7 53.2 25.8 1.7
住民ボランティアの育成 38.8 44.1 15.4 0.3 1.3 2.0 13.0 41.1 42.5 1.3
介護予防・虐待予防への啓発 75.9 22.4 0.7 0.0 1.0 10.7 54.2 31.1 2.0 2.0
住民が主体的に取り組む活動の支援 59.9 34.1 5.0 0.3 0.7 2.7 24.4 55.5 16.1 1.3
地域包括ケアシステムについての啓発 65.9 30.8 2.3 0.3 0.7 1.7 29.8 57.9 9.7 1.0
介護予防・自立につながるケアマネジメント 77.6 20.7 0.7 0.3 0.7 7.4 54.2 32.4 3.7 2.3
地域のニーズを把握し行政へ働きかける 74.9 23.4 1.0 0.0 0.7 5.0 29.8 56.5 7.0 1.7
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の環境的要因の違い，職員の能力の違いから，地域

包括の取り組みには格差が生じていることが考えら

れる。

地域包括ケアシステム構築においては，「市町村

に対する広域的な観点からの助言や調整等」の役割

を都道府県に求めているが，市町村や地域包括の業

務が増大する中，役割の再定義の必要性も示唆され

ている6,7)。

当センターは，愛知県より委託を受け地域包括や

市町村に対し研修会等を行ってきた。その中で制度

改正に伴う不安や戸惑い，業務量の多さから疲弊す

る声を聞く機会が多く，地域包括への支援の在り方

を考える必要性を感じてきた。しかし，地域包括へ

の支援の在り方に関する先行研究は少なく，現在行

われている支援の効果を明らかにすることや現場の

実情を把握すること等が必要であると考えた。

そのため，今回は，地域包括の抱える課題や悩

み，都道府県に期待する支援等を明らかにするため

に，地域包括・市町村を対象に書面調査を実施した。

 方 法

. 調査票の設計

地域包括業務や地域支援事業の在り方に関する先

行研究8～10)を基に，当センターで実施した研修会の

事後アンケートやグループワークで出された地域包

括の課題や悩みを踏まえ，調査票を作成した。

調査票は，現在地域包括に従事する職員，市町村

の地域包括担当課に従事する職員，県の地域包括担

当課職員の 8 人で構成された調査研究委員会でプレ

テストを行い，質問内容が実際の地域包括業務に

合ったものになっているのか，地域包括の問題意識

を拾い上げられるものになっているのか等の観点に

加え，答えやすい表現についての意見を聴取し完成

版とした。

. 調査対象者

調査対象者は，東海 4 県の全地域包括490箇所，

全市町村160箇所である。

今回の調査では，定性的に地域包括の声を聴くこ

とを目的としたため，質問数が多く自由記述も加え

ている。地域包括は全国で4,500箇所以上あるが，

限られた予算では全数調査は困難であった。まず

は，当センターに関連の深い愛知県に加え，エリア

的にも情報交換が可能な近隣都道府県に絞り全地域

包括と市町村に実施した。

. 調査方法

平成28年 8 月から 9 月にかけて，電子メールおよ

び郵送による自己記入式アンケートを実施した。調

査は，地域包括の状況を総評し回答を得るため，地

域包括についてはセンター長に記入を依頼し，市町

村には現場に近い立場である地域包括担当職員に記

入を依頼した。

. 調査内容

1) 地域包括機能の重要度・達成度

本項目は地域包括が果たすべき機能についての内

容である。調査項目は，表 1 に示す15項目とし，こ

れらについて，重要である，やや重要である，あま
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表 地域包括支援センターの日頃の活動におい

て，どのような悩みがありますか（複数回答）

項 目

地域包
括回答
N＝299

市町村
回答

N＝111

 

各種制度の理解が困難 19.1 23.4
業務内容が多く優先順位が整理できない 51.2 48.6
地域課題の抽出方法が難しい 36.1 53.2
事業評価の方法がわからない 16.7 28.8
ケアプランの作成件数が多い 42.5 41.4
関係機関との連携が十分でない（医療
機関を除く）

5.4 7.2

医療機関との連携が十分でない 29.8 29.7
行政からの方針が示されず活動の方向
性が定まらない

31.1 9.9

行政との連携が難しい 14.4 14.4
住民主体の活動をどう支援していいの
かわからない

31.4 27.9

住民の意識を高めることが難しい 57.9 47.7
ボランティアの育成が難しい 50.5 46.8
ボランティアの活用が難しい 29.4 28.8
民間との協同が難しい 21.1 22.5
支援対象者の拾い上げが難しい 16.7 27.0
地域の社会資源の把握が難しい 17.4 22.5
虐待対応が困難 21.7 32.4
効果的なケアマネジメントが困難 11.7 20.7
地域包括支援センターの周知が困難 10.0 18.9
職員の入れ替わりが激しい 20.1 27.9
各職種の専門性を発揮することが困難 13.7 11.7
職場内の情報共有が難しい 6.0 9.0
他の地域包括支援センター（市内）の
活動がわからない

6.7 4.5

他の地域包括支援センター（市外）の
活動がわからない

16.4 13.5

困ったときの相談先がない 8.0 6.3
運営母体の理解が得られない 8.4 8.1
その他 12.0 9.9
すべて選択なし 0.7 1.8

表 地域包括の業務の方向性等について市町村と

協議する機会はありますか（市町村には地域

包括と協議する機会はあるかと質問）

項 目

地域包
括回答
N＝299

市町村
回答

N＝111

 

協議する機会がある 73.9 85.6
情報・考えを伝えるが協議する機会は
ない

20.1 7.2

情報・考えを伝える機会がない 1.3 1.8
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り重要でない，重要でない，のうち該当するものを

1 つ選択する方式で尋ね，達成度も同様に尋ねた。

市町村調査については，市町村内の地域包括の状

況について回答を求めた。

2) 活動における悩みについて

調査項目は，表 2 に示す27項目とし，これらにつ

いて，該当するものすべてを選択する方式で尋ねた。

市町村調査については，市町村内の地域包括が悩

んでいるであろうと思うこととし，回答を求めた。

さらに，地域包括の業務の方向性等について協議

する機会について，地域包括と市町村の双方に尋ね

た。

3) 介護保険の情報を理解し業務に活かすために

職場内で行っていること

本項目は，地域包括業務を効果的に進めるために

職場内で取り組んでいることについての内容であ

る。調査項目は，表 3 に示す 9 項目とし，これらに

ついて，計画的または定期的に取り組んでいる，

時々行っている，あまり行っていない，行っていな

い，のうち該当するものを 1 つ選択する方式で尋ね

た。その他については，計画的または定期的に取り

組んでいることがあれば記載する方式とした。

4) 都道府県に期待する支援

本項目は，地域包括の悩みを解決するために求め

る支援についての内容である。調査項目は，表 4 に

示す13項目とし，これらについて，地域包括へは，

該当するものすべてを選択する方式で尋ね，市町村

へは，市町村単独で実施可能なこと，県レベルでの

支援を必要とすることのどちらかを選択する方式で

尋ねた。

テーマ別研修会の開催については，希望するテー

マの選択を追加した。選択肢は，表 4 に示す 9 項目

とし，該当するものをすべて選択する方式で尋ね，

市町村へは，さらに市町村単独で実施可能なこと，

県レベルでの支援を必要とすることのどちらかに振

り分ける方式で尋ねた。

. データの分析方法

調査項目ごとに回答数を単純集計し割合を求めた。

地域包括機能の重要度・達成度については，双方

の関係について散布図を作成した。散布図は平均を

0 とし，各項目の標準偏差を図示した。

. 倫理的配慮

本研究は，事前に公益財団法人愛知県健康づくり

振興事業団倫理審査委員会の承認を得て行った（平

成28年 8 月19日）。調査協力者には，本研究の趣

旨，研究成果の公表，回答の自由意思の保障につい

て書面にて説明し，調査票の返信をもって同意とみ

なした。
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表 介護保険制度に関する情報（介護保険制度の仕組みや制度改正の趣旨）を理解し，業務に活かすために，職

場内で行っていることを教えてください N＝299

項 目

計画的または
定期的に取り
組んでいる

時々行っ
ている

あまり
行って
いない

行って
いない 未回答



通知文書の読み合わせを行っている 15.7 37.1 28.4 16.1 2.7
インターネットや雑誌から国の情報を集め共有している 18.1 53.5 21.7 4.3 2.3
外部研修を受講後，伝達講習会を開催し共有している 32.4 38.1 18.4 7.4 3.7
研修会の報告書を回覧し共有している 82.3 12.4 3.0 0.7 1.7
外部研修会等の資料（ワークブック等）を活用し，演習等の勉
強会を行っている

6.0 23.7 38.1 30.1 2.0

制度に合わせた業務マニュアルの作成・改編を行っている 7.7 19.7 36.1 33.8 2.7
市町村が作成した介護保険事業計画を基に話し合いをしている 14.4 25.8 39.1 17.7 3.0
行政職員と情報共有の機会を設けている 45.2 34.4 12.7 3.3 4.3
他の地域包括支援センターと共に勉強会を開催している 26.8 26.1 18.1 26.1 3.0

表 日頃の活動における悩みに対して，県レベルでの広域的な支援としてどのようなことを期待しますか（複数

回答）

項 目

地域包括回答
N＝299

市町村回答 N＝111
市町村単独
で実施可能

県レベルでの
広域的な支援が必要

 

テーマ別研修会の開催 82.6 93.7

認知症 33.3 36.0 18.9
高齢者虐待対応 37.9 22.5 35.1
地域包括ケアシステム 48.3 22.5 42.3
新しい総合事業 61.7 40.5 27.0
介護保険制度の改正 28.3 15.3 40.5
ケアマネジメント 26.3 15.3 36.0
人材育成 40.0 8.1 52.3
介護予防事業評価 23.8 13.5 48.6
その他 7.1 0.9 0.9

業務経験年数別の研修会の開催 23.1 8.1 82.9
職種別の研修会の開催 31.8 16.2 76.6
他の地域包括支援センターとの情報交換会の開催 34.1 24.3 65.8
介護予防事業に関するプログラムや県内の取組事例集の作成 17.7 6.3 85.6
職員の資質向上に向けての教材の作成 21.1 7.2 84.7
地域ケア会議や事例検討の開催支援 34.4 63.1 29.7
困難事例や介護予防事業について相談できる場の確保 34.8 52.3 40.5
各市町村別の人口推計等のデータの提示 12.0 39.6 50.5
業務マニュアルの作成 19.7 49.5 39.6
広域的に活動できるボランティアの養成 28.1 14.4 77.5
市町村への指導 27.4 ― ―

その他 6.0 0.0 3.6
すべて選択なし 0.7 ― ―
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図 地域包括支援センターの緒機能についての重要度と達成度の関係

634 第64巻 日本公衛誌 第10号 2017年10月15日

 活 動 結 果

. 調査回答率

調査回収数は地域包括299箇所（61.0），市町村

112箇所（70.0）であった。このうち，全項目無

記入を除く回答を有効回答とし，地域包括299箇
所，市町村111箇所を用いて分析を行った。

. 地域包括機能についての重要度と達成度

「重要である」，「達成している」と回答したもの

を比較した（表 1）。地域包括機能として最も重要

度の認識が高かったのは，「地域住民が気軽に相談

できる（96.7）」であった。「やや重要である」ま

でを合わせると，「住民ボランティアの育成」を除

く15項目中14項において 9 割以上の回答が得られた。

達成度の自己評価は全項目において，重要度に比

べ低い傾向にあり，「達成している」と回答した項

目は，全15項目中 8 項目は 1 割に満たない状況で

あった。「やや達成している」までを合わせると，

関係機関や専門職間の連携に関することは 8 割以上

の回答が得られており，住民ボランティアの育成や

活躍の場の創設といった住民の自助・互助の醸成に

繋がることは 2 割を切っていた。「重要である」「達

成している」と回答したものの関係は図 1 のとおり

である。重要度と達成度が共に高いものは，「相談

内容に応じて適切な関係機関へつなぐ」，「相談に対

して 3 職種で連携し組織的に対応できる」等であっ

た。重要度が高いが，達成度が低いものは，「介護

予防・自立に繋がるケアマネジメント」等であっ

た。重要度と達成度が共に低いものは，「住民ボラ

ンティアの育成」，「住民が活躍できる場をつくる」

等であった。

. 活動における悩み

地域包括が最も悩んでいることは，「住民の意識

を高めることが難しい（57.9）」であり，次いで

「 業務 内容 が多 く優 先順 位が 整理 でき ない

（51.2）」，「ボランティアの育成が難しい（50.5）」

であった（表 2）。
地域包括と市町村の両者が 4 割以上，悩みとして

認識している項目は，「住民の意識を高めることが

難しい」，「業務内容が多く優先順位を整理できな

い」，「ボランティアの育成が難しい」，「ケアプラン

の作成件数が多い」であった。

地域包括と市町村の回答を比較し乖離が大きい傾

向にあった項目の中で，地域包括の回答が市町村の

回答を上回ったものは，「行政からの方針が示され

ず活動の方向性が定まらない」であった。市町村の

回答が地域包括の回答を上回ったものは，「地域課

題の抽出が難しい」，「事業評価の方法がわからない」

であった。

市町村と地域包括の業務の方向性等について協議

する機会（表 22）については，2 割の地域包括が

市町村と協議する機会がない，地域包括の考えを伝

える機会がないと回答しており，地域包括と市町村

間の連携の課題が推測された。
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. 介護保険制度の情報を理解し業務に活かすた

めに職場内で行っていること

「計画的または定期的に取り組んでいること」は，

表 3 のとおりである。研修会の情報を共有する手段

として，伝達講習まで行わず回覧で済ませている

ケースが多かった。

職員の一定の資質を担保するうえで重要と考える

「制度に合わせた業務マニュアルの作成・改編を

行っている」については，あまり行っていない

（36.1），行っていない（33.8）であった。また，

市町村との方針共有に必要と考える「市町村が作成

した介護保険事業計画を基に話し合いをしている」

については，あまり行っていない（39.1），行っ

ていない（17.7）であった。地域包括業務は介護

保険事業計画を基に実施される必要があるが，計画

と実務が分断され考えられている恐れが懸念された。

. 都道府県に期待する支援

地域包括が都道府県に最も期待する支援は，「テー

マ別研修会の開催（82.6）」であり，次いで「困

難事例や介護予防事業について相談できる場の確保

（34.8）」，「地域ケア会議や事例検討の開催支援

（34.4）」であった（表 4）。テーマ別研修会で希

望するテーマは，「新しい総合事業（61.7）」，「地

域包括ケアシステム（48.3）」，「人材育成（40.0）」

の順であった。

市町村に対する調査では，地域包括支援として最

も必要と考えられているのは，「テーマ別研修会の

開催（93.7）」であり，次いで「職種別研修会の

開催（92.8）」，「地域ケア会議や事例検討の開催

支援（92.8）」，「困難事例や介護予防事業につい

て相談できる場の確保（92.8）」であった。テー

マ別研修会の実施については，「新しい総合事業

（40.5）」，「認知症（36.0）」は市町村で対応可

能との回答が多く，それ以外の「人材育成

（52.3）」，「介護予防事業評価（48.6）」，「地域

包括ケアシステム（42.3）」等は都道府県に期待

する回答が多かった。

 考 察

今回の調査では，地域包括諸機能の達成度の自己

評価が全体的に低く重要度と乖離があることがわ

かった。また，住民の自助・互助の醸成に関連する

項目について，重要度・達成度ともに低い傾向にあ

ることがわかった。

地域包括が抱える悩みについては，業務量の多

さ，住民の意識の醸成や活動機会の創出，市町村と

の連携について悩んでいることがわかった。先行研

究8,11)でも地域包括の課題として業務量の多さやボ

ランティアの活動機会の創出の実施率の低さは指摘

されている。

以上を地域包括の課題として，個別支援，ネット

ワーク，地域づくりの視点で図 2 に整理した。

住民の個別支援に対しては，相談対応やケアマネ

ジメントに対して重要と認識しているも達成度が低

い傾向にあった。これについては，業務量やケアプ

ランの作成件数の多さが悩みの上位に挙げられてい
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ることと関連していると考えられる。そのため，職

員のスキルの向上や業務の効率化，各地域包括で相

談対応やケアマネジメントの質，量および効果につ

いて客観的に評価し，組織的に対応していくことが

必要であると考える。

ネットワークについては，重要度・達成度共に比

較的高く，関係機関との連携が進んでいることが推

測されるも，市町村や医療機関との連携については

悩んでいることがわかった。全国的に委託の地域包

括が増加している中，市町村は高齢者対策の方針に

責任を持ち，地域包括と共に地域にあった高齢者対

策を推進していくことが必要である7)。また，地域

包括も市町村からの方針や指示を待つのではなく，

積極的に意見を述べ連携強化や方針策定を働きかけ

ていくことが必要である。

地域づくりについては，住民の自助・互助の醸成

に関連する項目ついての重要度・達成度が低いにも

関わらず，悩みは大きいということがわかった。こ

れついては，課題の中で最も注目すべき点であると

考える。

平成22年 3 月に報告された地域包括ケア研究会報

告においても地域包括機能に関して，介護予防関係

事業に忙殺され地域のネットワーク構築機能を十分

に果たしていないことが指摘されている12)。調査結

果からは，サービス提供に関わる関係機関との連携

は比較的行えているが，住民を巻き込んだ地域の支

援体制づくりには充分動き出せていないことが推測

された。この背景について調査研究委員会では，

「地域包括の日頃の業務では課題解決の手段とし

て，時間を費やす地域づくりより早急な対応を要す

る介護サービス提供が優先されている」，「地域づく

りの具体的な手法や到達点が見いだせないでいる」

という指摘があった。国や研究者10)の立場からは，

住民を巻き込んだ地域づくりの必要性が示唆されて

いるものの，地域包括の実情は，介護サービ提供が

優先され地域づくりについて取り組むべき重要課題

という認識には至っていない可能性が考えられた。

以上の課題を踏まえ，地域包括へ求められる支援

について図 2 の右側に整理した。

調査結果から，地域包括自身で自己研鑽のために

主に取り組んでいたのは研修会の振り返りであっ

た。そのため，都道府県の支援としても研修会の開

催が多く望まれていたと考える。市町村も都道府県

に対し，研修会の開催を多く望んでいた。研修会で

は，介護保険制度に関する新しい情報提供や地域包

括職員のスキルの確保は都道府県に望まれ，「新し

い総合事業」や「認知症」等の地域特性を考慮して

対策を講じる必要があるものは市町村で対応可能と

認識されていることが推測された。

当センターでは，これまで広域的な研修会を地域

包括と市町村職員に同時に実施し，その中で，介護

保険制度の背景や制度をどう活用し地域づくりにつ

なげていくかについて具体的に伝えるとともに，他

市町村の情報を得て自身の取り組みの参考となるよ

う，取り組み事例の紹介や意見交換の機会を確保し

てきた。また，地域を捉える視点や方法についても

示してきた。これについては，本調査研究委員から

も，「介護保険制度改正について説明を聞き，職場

に戻って行政と一緒に勉強会を行った」，「意見交換

から自身のモチベーションが上がった」等の意見が

あった。このことから，介護保険制度についてわか

りやすい言葉や地域の取り組み状況を踏まえて説明

すること，他市町村間の情報交換を行うことが，自

己研鑽を高め地域包括での取り組みを進める上で有

意義であると思われる。

研修会に次いで，地域包括が望む支援では困難事

例等の相談の場の確保や地域ケア会議等の開催支援

が挙げられていた。当センターでは，地域包括や市

町村が有する情報の整理・分析，地域ケア会議等の

開催支援を行ってきたが，その結果，「地域課題を

共通認識できるようになった」，「関係者が共通の目

標を基に話し合いができるようになった」との声が

聞かれている。このことから，都道府県は，各市町

村の取り組み状況を評価し，体制が十分でない部分

については，助言等の後方支援を行うことが求めら

れていると考える6)。

さらに，都道府県には地域包括が動きやすくなる

ために，広域的に関係団体と調整を行うことも求め

られると考える。

以上から，都道府県は，各市町村の高齢者対策の

進捗状況を評価しながら，◯職員の資質向上に繋が

る広域的な研修会の開催，◯各地域包括・市町村の

実情に合わせた相談・技術支援，◯地域包括が動き

やすくなる体制整備を軸にした支援を行い地域包括

業務への意欲向上を図り，地域包括の機能強化に努

めていく必要があると考える。

今回の調査は，東海 4 県に対象を絞って実施した

ため，本研究結果がすぐに全国的な傾向を反映して

い ると は言 えな いが ，東 海 4 県の 高齢 化率

（26.4），並びに75歳以上人口の割合（12.7）は

全国に近いものであり13)，一定の課題抽出に繋がっ

たものであると考えている。

各都道府県による地域包括への支援は，取り組み

の濃淡が想定され今回の調査結果にも影響している

ことが考えられる。そのため，今後は，都道府県の

取り組みについても詳細な調査を実施したうえで，
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地域包括の課題を考察していく必要がある。また，

今回の調査で回答を得ていない地域包括や市町村の

意見も踏まえ，より現場の実情にあった支援の在り

方を考察することも今後の課題であると考える。

本研究に御協力頂きました皆様に心より感謝申し上げ

ます。

本報告は，平成28年度 公益財団法人大同生命厚生事

業団「地域保健福祉研究助成」の採択を受け実施した研

究の一部である。
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